
■将来負担の縮減

■収入確保策

■受益と負担のあり方

■資産の有効活用

■公会計改革

■合併建設計画の見直し

■既存公共施設の効率・効果的な管理運営

■区役所と出先機関の見直し

■適正な職員定数のあり方

■ 民間活力の推進

■ＥＳ（職員意欲）向上

４．参画型行政改革

■現場職員，幹部職員，市民が参画する

１．財政危機対応 ２．合併後マネジメント

■本庁・区役所機能のあり方

■都市機能バランスを見た投資

■人材育成・活用

３．政令指定都市機能の充実

■政令市機能強化

　行政改革
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